
加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 秘書事務事業 部 局 名 秘書室

課（室）名 秘書広報課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
公職選挙法、加古川市名誉市民条例、加古川市名誉市民条例施行規則

現 状 と 課 題

特別職の対外的活動や執務が増大する中、特別職の健康状態に配慮しつつ、過
密な公務が円滑に進められるようにスケジュールを管理することが求められて
いる。また、公務に伴う予算の執行についても、より一層適正に行うことが求
められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市長、副市長

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市長、副市長の公務スケジュールや交際、渉外に係るスケジュールの適切な管
理調整を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市長、副市長が円滑に公務を遂行することにより、より良い市政の運営を図
る。

6,1337,5426,037

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,037

財　

源　

内　

訳

□拡充

過去の実績等から年間事業を予測し計画しているが、特別職に係る事務事業費
については、臨時的、突発的な状況も起こりうるため、大幅なコスト削減は難
しく、現状維持と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,037

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５秘書事務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 秘書事務事業 部 局 名 秘書室

課（室）名 秘書広報課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（秘書室） 部 局 名 秘書室

課（室）名 秘書広報課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、職員を人的資源としていかに有
効に活用するか、また、職員のやる気、資質、可能性をいかにのばしていくか
が大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

秘書室職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

93

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 93

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員の能力開発を効率的かつ適切に進めるうえで、有効かつ必要な事業であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 93

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５広報事業

目 ０４広報広聴費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（秘書室） 部 局 名 秘書室

課（室）名 秘書広報課

人

対 象 指 標 名

秘書室職員 15

成 果 指 標
分 析 結 果

秘書室の職員のうち、１０分の１にあたる職員が毎年先進地視察や研修会に参加できるよう
にする。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 3

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、３つの行政課題に対して研修の受講又は
先進地視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

4

目標年度

平成30
年度

4

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 企画事務事業に要する一般的経
費

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法

現 状 と 課 題

職員数の減少や市民ニーズの多様化が進んでいる状況において、質の高い行政
サービスを効果的かつ効率的に実施することが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

政策企画課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

質の高い行政サービスを推進するために必要な事務経費を適切かつ効果的に執
行する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

円滑な企画事務事業の推進を図る。

2,1292,96264

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 64

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度までは、一般事務経費に加えて、平成２８年度の機構改革に伴い
行政管理課に移管した議会答弁に関するシステム保守や、指定管理者選定委員
会に関する事務経費を計上していた。平成２８年度の政策企画課所管分につい
ては、事務局旅費等であるものの、必要経費を適切に執行することができた。
今後とも企画事務に係る経費の効果的かつ効率的な執行に努める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 64

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０７企画費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 企画事務事業に要する一般的経
費

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市政策推進会議設置要綱

現 状 と 課 題

市の施策の計画的かつ円滑な推進を図るためにも、重要事項、懸案事項等につ
いて、意思決定を明確にしたうえで、方針を出す必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する施策

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

諸施策の調整や新規施策の調査研究を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

計画的かつ円滑な施策の推進を図る。

13324296,493

国 庫 支 出 金 67,636

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 28,857

財　

源　

内　

訳

□拡充

新規事業の実施や日岡山公園周辺地区まちづくり構想の策定などの各種事業を
行った。また、地方創生に係るセミナーへの参加や先進地視察などを行った。
今後も施策の推進に向けて、各種調整や調査研究を行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 96,493

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０政策調整事業

目 ０７企画費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

％

対 象 指 標 名

事務事業数 880887912

主要事業数 事業 71113

成 果 指 標
分 析 結 果

主要事業の進行管理について、１３事業中１１事業は予定どおり進めることができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 8917

主要事業進行管理回数 回 333

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、１７件の先進地視察及び研修会等に参加
した。

行政の効率化が図られ
ていると思う市民の割
合

目 標 値

39

目標年度

平成32
年度

44.3

遅延のない主要事業／
全主要事業数

100平成32
年度

868284.6

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

本

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市総合計画の策定に関する規程

現 状 と 課 題

平成２２年に策定された基本構想と、平成２８年度から５年間の後期総合基本
計画に基づき事業を実施しており、事業実施による後期総合基本計画の目標の
達成状況を検証する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

行政評価や市民意識調査を実施し後期総合基本計画の進行管理を行うととも
に、施策展開プランにより、新規事業の立案を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期総合基本計画に掲げる目標を達成できるよう、各種事業の検討・見直し等
を行うとともに、新規事業の実現化を図る。

1,374

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,374

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度末に策定した後期総合基本計画における各施策の着実な推進を図
るため、市民意識調査を実施し、後期総合基本計画に掲げる指標の状況把握を
行うことができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,374

そ の 他 特 財

平成32年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５総合計画事務事業

目 ０７企画費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1399 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

事務事業数 912

施策数 施策 47

成 果 指 標
分 析 結 果

総合計画の目標達成のための新規事業の実現化を図ることにより、市民満足度の向上につな
げることができた。

事務事業評価実施事業
数

本 746

活 動 指 標
分 析 結 果

事務事業評価について、平成２４年度は各課２事業を実施対象とし
ていたが、平成２５年度からは固定経費事業を除く全事業を実施対
象としている。

まちづくりの指標にお
ける目標達成率

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

56

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

本

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1400 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（企画部） 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた経営資源の中、職員のやる気、資質、可能性をいかに伸ばし、貴重な
人的資源としていかに活用していくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

企画部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

155104162

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 162

財　

源　

内　

訳

□拡充

効果的・効率的な事業実施につなげる上で、先進地視察は有効であるため、当
該事業は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 162

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０７企画費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（企画部） 部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

人

対 象 指 標 名

企画部に所属する職員
数

604848

成 果 指 標
分 析 結 果

企画部全職員のうち、１０分の１にあたる職員が毎年先進地視察や研修会に参加できるよう
にする。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 1384

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、３つの行政課題に対して研修会に参加し
た。また、２市の先進事例視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

4

目標年度

平成28
年度

17126

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 企画事務事業に要する一般的経
費（行政管理課）

部 局 名 企画部

課（室）名 行政管理課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法

現 状 と 課 題

市民ニーズの多様化や権限移譲による業務量増加に対応できる組織や人材づく
りが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

全職員、行政組織

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「行政改革大綱（平成２７年３月策定）」が指し示す方向性に沿って具体的な
実施計画をまとめた「行政改革実行プラン（平成２８年３月策定）」に基づ
き、各取組みを進めるとともに、進行管理を行う。また、より効果的・効率的
な組織体制の構築のため、機構改革を行うとともに、中核市移行に関する効果
や課題等を調査研究し、移行すべきか否かの判断材料を収集する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

少数精鋭で機能的な行政経営体制を確立するとともに、中核市移行の是非につ
いて確実な判断を行う。

8,748

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8,748

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政を取り巻く環境は、今後、更に厳しくなることが見込まれる。このような
状況の中で、安定した市民サービスを提供していくためには、持続可能な行政
経営体制の実現が求められる。このため、少数精鋭で機能的な行政経営体制の
確立を目指す当該事業は不可欠である。また、中核市移行については、懸念事
項もあることから、先行する施行時特例市の中核市移行状況や国の動向を注視
し、時間をかけて調査・検討することとする。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,748

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１６企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０７企画費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 企画事務事業に要する一般的経
費（行政管理課）

部 局 名 企画部

課（室）名 行政管理課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 財政調整事務事業に要する一般
的経費

部 局 名 企画部

課（室）名 財政課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、同施行令、同施行規則、地方財政法、加古川市財務規則

現 状 と 課 題

歳入では、平成２７年度決算において個人市民税は増加したものの、法人市民
税や固定資産税が減少した。今後は生産年齢人口の減少に伴う減収が見込まれ
る。歳出では、扶助費を始めとする社会保障関連経費が漸増傾向にあり、加え
て、公共施設やインフラ資産の老朽化が進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

予算事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

予算編成・資金調達等において庁内外の調整を行い、限られた財源を効果的・
効率的に配分する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

健全な財政基盤を築き、安定的な財政運営を行う。

6,3755,6499,628

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,628

財　

源　

内　

訳

□拡充

統一的な基準による財務書類を平成２９年度に公表するため、財務会計システ
ムの改修や固定資産台帳の整備等を進めた。平成２９年度も引き続き固定資産
台帳の整備等を進める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,628

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００７財政調整事務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 財政調整事務事業に要する一般
的経費

部 局 名 企画部

課（室）名 財政課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ＩＴ推進事務事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

ホストからサーバ、クラウドコンピューティングへの移行。コンピュータウィ
ルスへの対応など、日々、変化しつづけている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

端末利用課、当課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

端末の利用に必要な消耗品等を購入する。セミナーや研修会に参加し知識を身
につける。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

情報システムを利用した処理を円滑に行える状態にする。高度化する情報処理
やセキュリティ対策への対応を図る。

3,9333,9333,757

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,757

財　

源　

内　

訳

□拡充

機器を円滑に使用するために必要な経費であり、廃止することはできない。ま
た、ＩＣＴ環境の変化に対応するために研修等により継続して知識を得る必要
がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,757

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５運用管理事業

目 １４電子計算費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 ＩＴ推進事務事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

システムは市民サービスに欠かせないツールとなっており、安定稼動は必須の
要件である。一方、多種多様なシステムが稼動しており、運用管理は複雑に
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

住民情報システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

専門知識を有するシステム事業者、ＳＥ事業者にシステム保守、運用を委託す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民情報システムを円滑に稼動する。

536,240459,822166,393

国 庫 支 出 金 233

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 166,160

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政の根幹をなすシステムであり、廃止することはできない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 166,393

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５運用管理事業

目 １４電子計算費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

対 象 指 標 名

端末台数 322319328

成 果 指 標
分 析 結 果

住民情報システムの内、オンラインシステムは窓口サービスの重要なツールであるため、安
定したサービス提供を継続する必要がある。

システム年間稼働日数 日 352350118

活 動 指 標
分 析 結 果

住民情報システムについて、安定稼動ができた。

住民情報システムオン
ライン障害発生回数

目 標 値

0

目標年度

平成28
年度

000

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現在では、行政事務を支えるシステムが多数稼動しており、その基幹となる
ネットワークや機器の維持管理は、業務を行う上で、まさにライフラインと
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

端末、ネットワーク機器、ネットワーク回線

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種機器の維持管理、運用保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各種機器およびネットワークの安定した運用管理を行う。

115,689102,795102,795

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 102,795

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政事務の根幹を成すものであり、廃止できない。また、ネットワーク構成も
多様化・複雑化しており、縮小していくことも困難である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 102,795

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５運用管理事業

目 １４電子計算費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,4941,5481,660

ネットワーク機器数 台 167154154

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

システム年間稼働日数 日 365365365

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

平成28
年度

000

障害復旧平均時間 0平成28
年度

000

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が減少する中、内部管理事務の効率化がますます求められており、本シ
ステムの重要性はより一層大きくなっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

内部管理支援システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

システムの運用、保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

障害発生を極力抑えるとともに、発生時には迅速な対応を行うことにより、内
部管理支援システムの円滑な稼動を実現する。

26,96140,64140,641

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 40,641

財　

源　

内　

訳

□拡充

市の内部管理事務の根幹に関わるものであり、廃止できない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 40,641

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５運用管理事業

目 １４電子計算費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,4941,5481,660

システムの件数 件 555

成 果 指 標
分 析 結 果

全庁的な障害は発生しておらず安定して稼動している。

システム年間稼働日数 日 365365365

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり、安定している。

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

平成28
年度

000

障害復旧平均時間 0平成28
年度

000

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 新住民情報システム導入事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

国が示している電子自治体の取組みに関する指針においても既存システムの
オープン化が求められている。マイナンバー制度の施行に伴い、システム改修
が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

新住民情報システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

メインフレームを廃止し、オープン系システムを導入する。マイナンバー対応
に必要な改修を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

新住民情報システムを稼働させる。

56,268151,963355,433

国 庫 支 出 金 19,188

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 336,245

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２８年８月に住民情報システムが稼働し、導入事業が完了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 355,433

そ の 他 特 財

平成28年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０システム開発事業

目 １４電子計算費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 新住民情報システム導入事業 部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

システ
ム

対 象 指 標 名

新住民情報システム 3741

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２８年８月に全４１システムが稼働した。

システム導入数 システ
ム

3741

契約数 件 111

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年３月５日付で契約の締結を行った。平成２６年度中に３
つのシステムが稼働した。平成２７年度にはさらに４つのシステム
が稼働し、平成２８年度に全４１システムが稼働した。

システム稼働数

目 標 値

41

目標年度

平成28
年度

3741

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

システ
ム

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市政事務及び部課庶務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市政における、文書・法令・調査統計・職員・財産に関する業務を行っている
が、より少ない経営資源で効率的に事務を執行する体制づくりが求められてい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

総務部職員、総務課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

所管の明確でない事務を担当し処理する。また、部庶務として、部次長の旅費
管理を行うほか、部及び部内各課に係る資料作成やとりまとめ等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市政事務における所管の明確でない特定ニーズに対応するとともに、総務部、
総務課の円滑な事務事業運営を行う。

609983772

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 772

財　

源　

内　

訳

□拡充

所管の明確でない事務を確実に処理するとともに、部内各課の事務事業を円滑
に推進するために本事業は不可欠であり、今後とも継続して効果的に実施しな
ければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 772

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１９市政事務及び部課庶務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市政事務及び部課庶務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報公開・個人情報保護事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和62年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市情報公開条例、加古川市個人情報保護条例、加古川市情報公開・個人
情報保護審査会条例

現 状 と 課 題

情報公開制度は、請求者の個人的な利益のためではなく、行政活動を透明化
し、適正な行政運営が行われるようにするものである。しかし、営利目的の請
求や大量請求が増加すれば、今後本来業務に支障が出るおそれもある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

●（情報公開制度）加古川市情報公開条例の規定による広義の市民〔①市内に
住所を有する者②市内事務所等勤務者③市内学校在学者④市内に事務所を有す
る団体等⑤事務事業利害関係者〕●（個人情報保護制度）市民〔市が情報を保
有する何人も〕

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●（情報公開制度）個人情報の保護に配慮しつつ、積極的な情報の公開を行
う。●（個人情報保護制度）個人情報の適正な取扱いや個人情報の開示を行
う。●（共通）情報公開制度、個人情報保護制度の適正な運営を図るため、必
要に応じて加古川市情報公開・個人情報保護審査会を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

●（情報公開制度）公文書を開示することにより、市が市政に関し市民に説明
する責任を果たすとともに、公正で開かれた市政の推進と市民の市政への参加
の促進を図る。●（個人情報保護制度）個人情報に対する個人の権利利益の保
護を図る。

238126138

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 78

財　

源　

内　

訳

□拡充

情報公開条例及び個人情報保護条例に係る開示請求について適切な開示が実施
できている。また、個人情報の取扱いに関する答申２件を行うなど、審査会を
円滑に運営できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 138

そ の 他 特 財 60

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２５情報公開・個人情報保護事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1419 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報公開・個人情報保護事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 文書管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市文書取扱規程、加古川市公印規則

現 状 と 課 題

文書管理システムにより、公文書の収受から廃棄に至る一連の処理を行ってい
るが、情報公開や個人情報保護の観点からも、より適正な公文書の整理、保存
等の管理が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公文書

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

文書管理システムにより、公文書の収受、起案、決裁、保存、廃棄に至る一連
の処理の管理を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

情報公開及び個人情報保護制度を念頭に置いた公文書管理を行うことにより、
適正かつ効率的な行政運営の推進を図る。

27,92626,14326,528

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 26,512

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政文書の管理の適正化・効率化は、行政事務そのものの適正な執行を担保す
るものであり、また、情報公開や個人情報保護の観点からも不可欠な事務事業
である。今後とも継続して適切な文書管理に努めていかなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,528

そ の 他 特 財 16

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５文書管理事業

目 ０３文書管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 文書管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1422 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法制事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

社会の成熟化に伴い市民のニーズが多様化し、それらに適正かつ迅速に対応す
る例規整備が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

条例、規則、訓令その他の規程

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

条例、規則及び訓令の制定改廃に係る審査を行うとともに、市議会招集及び議
案提案に係る事務を行う。また、条例及び規則の公布や必要な文書の告示及び
公告を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適切な例規整備を行うことにより、適正かつ効果的な行政運営の推進を図る。

5,7585,3195,266

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,266

財　

源　

内　

訳

□拡充

条例、規則及び訓令の制定改廃に係る審査を通して、各例規の制定改廃が適正
に行われている。今後も例規の制定改廃が適正かつ効率的に実施されるよう、
事務を執行していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,266

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２１法制事務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法制事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1424 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法務事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和48年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

事務事業の執行における正当性の根拠として、法令に基づき綿密で適正な事務
を行う必要が一層強まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

法的紛争事案

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

行政に係る法的問題について行政法律相談を実施し、顧問弁護士の指導・助言
を受ける。また、不服申立て、調停、訴訟等に適切に対応し、必要に応じて訴
訟代理人への委任を行い、紛争事案の妥当な解決を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

事務事業が適法に行われるような十分な調整が図られるとともに、紛争が生じ
た場合において適性かつ妥当な解決・決着・結論が得られるような状態をめざ
す。

3,1663,0913,038

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,038

財　

源　

内　

訳

□拡充

市の事務事業全般から派生する法的な問題や紛争に対して、行政運営の適正化
と透明性の確保を図るうえで十分な成果をあげている。特に平成２５年度か
ら、軽易な法律問題や初期段階の紛争に関する法務アドバイザーを設置し、予
防法務の充実が図られるとともに法務能力向上に繋がっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,038

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２３法務事務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 法務事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1426 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（総務部） 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、職員を人的資源としていかに有
効に活用するか、また、職員のやる気、資質、可能性をいかにのばしていくか
が大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

総務部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

総務部職員が業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

1325049

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 49

財　

源　

内　

訳

□拡充

部に必要な人材の育成、職員の能力開発を効果的かつ適切に進めるうえで、有
効かつ必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 49

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１９市政事務及び部課庶務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（総務部） 部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

人

対 象 指 標 名

総務部職員 706567

成 果 指 標
分 析 結 果

総務部全職員のうち、１０分の１にあたる職員が毎年先進地視察や研修会に参加できるよう
にする。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 212

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、２つの行政課題に対して研修の受講又は
先進地視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

7

目標年度

平成29
年度

319

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1428 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員給与関係事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員の給与に関する条例等

現 状 と 課 題

人事情報システムを活用し、条例等に基づき、給与等を適正に支給している。
国・県等の動向を注視する中で、人事院勧告の内容等を踏まえながら、給与制
度の適正化を図ることや、職務給の原則を徹底し、職員のやる気を引き出す給
与制度を構築することが課題である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・臨時職員等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

人事給与関連のシステム、書籍及び研修等を有効活用しながら、適正な給与制
度の構築に向けた調査・研究を進める。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

対象に対して給与を正確かつ迅速に支払う。

8,90265,735126,376

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 125,941

財　

源　

内　

訳

□拡充

給与事務の適正化を図るために必要不可欠な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 126,376

そ の 他 特 財 435

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２７職員給与関係事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1429 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員給与関係事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1430 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法、地方公務員災害補償法、議会の議員その他非常勤の職員の公務
災害補償等に関する条例

現 状 と 課 題

効率的な組織運営を図るため、公務災害や心身の故障による休職などを未然に
防止できる体制づくりが望まれている。また、福利厚生にかかる施設・設備・
制度については、過大とならないよう配慮しつつ実施することが要請されてい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・臨時職員等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１公務災害防止のための必要な体制を整備する。　２産業医や専門医等による
健康相談等を行う。　３福利厚生にかかる施設・設備を管理運営する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

１災害発生の可能性がある職場環境を改善したり、公務災害の事例を共有する
ことで、公務災害を防止する。　２加古川市職員等の心身の健康を保持増進す
る。　３加古川市職員等の福利厚生を実施する。

33,87836,03633,543

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 17,539

財　

源　

内　

訳

□拡充

地方公務員法等に規定された事業であり、職員の労働能力や勤労意欲を十分に
発揮させ、効率的・効果的な組織運営を行うため、今後も市が主体的に実施す
べき事業である。なお、福利厚生にかかる施設・設備や制度に関しては、改善
の余地も考えられることから、周辺環境や実施手法など幅広い検討を行ってい
くこととしたい。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 33,543

そ の 他 特 財 16,004

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０職員福利厚生事業

目 ０２人事管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1431 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1432 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人事労務管理事業に要する一般
的経費

部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

事務事業の増加等により近年、採用者数は退職者数を上回る規模で推移してい
るが、申込倍率はほぼ横ばいで、内定辞退者も出ている。質の高い受験者を確
保するために市職員として働くことの魅力をＰＲするとともに、多数の申込者
を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員採用試験の受験希望者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

採用説明会、採用試験の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市の将来を担う優秀な人材を市職員として採用する

5,6726,1306,739

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,739

財　

源　

内　

訳

■拡充

優秀な人材を確保することができる職員採用試験の効果的なＰＲ方法を検討す
るため、若手職員を中心としたプロジェクトチームを設置し、採用説明会や大
学訪問、面接官研修、内定者懇談会等を実施している。景気の回復により民間
企業の採用者数も増加している中で職員採用を取り巻く環境は厳しい状況にあ
るが、今後も積極的な採用活動を展開し、受験者の質と量を確保していきた
い。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,739

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０３１職員人事労務関係事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1433 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人事労務管理事業に要する一般
的経費

部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1434 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員健康診断事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
労働安全衛生法、労働安全衛生規則

現 状 と 課 題

従前の健診に加え、特定健診として一定の対象者には生活習慣病に関する項目
も実施することとされた。検査項目の中でも脂質異常、糖代謝の異常の率が高
くなっており、生活習慣改善のための支援が必要となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員（正規職員及び嘱託・臨時職員等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１健康診断等（定期健診・随時健診・石綿健診・近点距離測定検査）を実施す
る。　２予防接種（破傷風・Ｂ型肝炎）を実施する。３ストレスチェックを実
施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

１疾病等を早期発見し、精密検査・治療につなげることで健康の保持増進を図
る。　２感染症を未然に防止し、健康保持を図る。３メンタルヘルス不調の未
然防止を図る。

30,14629,60230,669

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 21,984

財　

源　

内　

訳

■拡充

必要な対象者に健診、ストレスチェック及び予防接種を行っており、妥当性・
有効性の観点から今後も実施が必要な事業である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,669

そ の 他 特 財 8,685

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０職員福利厚生事業

目 ０２人事管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1435 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員健康診断事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人事課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1436 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人材育成課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法

現 状 と 課 題

多様化する住民ニーズや高度な行政課題に対応するため、時代に応じた職員の
能力を開発する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

職位ごとに求められる知識・能力の習得や加古川市職員としての意識を醸成す
る「階層別研修」、業務遂行力を向上させるための「専門研修」、外部機関が
実施する研修へ職員を派遣する「派遣研修」、特定の課題解決のため組織的に
取り組んでいく「特別研修」、自ら学ぼうとする意欲を支援する「自己啓発
（支援）」を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各職位に必要とされる能力や求められる意識等を学び、職員としての資質の向
上を図る。

15,51116,85116,548

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 15,404

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が必要とされる能力や求められる意識等を学ぶことができるよう、効果的
な研修を継続的に実施しなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 16,548

そ の 他 特 財 1,144

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５職員研修事業

目 ０２人事管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1437 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人材育成課

％

％

対 象 指 標 名

職員数 1,6381,6431,671

成 果 指 標
分 析 結 果

研修ごとにアンケートにて今後受講したい研修を把握し、２月から３月にかけてアンケート
結果に基づいたスキルアップ系の専門研修を実施したため、満足度の数値が上昇したと考え
られる。

内部研修修了者数 人 4,9534,9784,996

派遣研修修了者数 人 245244246

活 動 指 標
分 析 結 果

内部研修、派遣研修ともに修了者数は前年度と比べほぼ同数となっ
た。内部研修では、継続して管理職を対象とした研修を実施すると
ともに、企画・改善の研修に重点を置いた。

アンケート調査による
効果測定（満足度）

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

818787.7

アンケート調査による
効果測定（活用度）

100平成32
年度

86.188.186.9

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1438 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 提案推進事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人材育成課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市職員の提案に関する要綱

現 状 と 課 題

人材育成に主眼を置いた制度とするため、平成２７年度から人材育成課が所管
課となった。より質の高い実現可能な提案ができ、かつその提案を実行できる
職員を育成するため、職員の提案力向上のための研修と連携して実施してい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

全職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

かこがわ３Ｃプロジェクト（職員提案制度）を実施する。また、優秀な提案の
実現化を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

全庁的な業務改善の促進を図るとともに、企画提案能力を養い、日常的に業務
改善に取り組む職員を育成する。

180136167

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 167

財　

源　

内　

訳

□拡充

採用となった提案を迅速に実現化することによって、職員が提案をする動機づ
けにつなげる。また、職員の企画提案力を向上させるための支援を行い、より
多くの職員が関わることができるようにする。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 167

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５企画事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０７企画費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 提案推進事業 部 局 名 総務部

課（室）名 人材育成課

件

対 象 指 標 名

職員数（嘱託・臨時職
員等を含む）

2,3262,3242,377

成 果 指 標
分 析 結 果

採用件数がさらに多くなるよう、この制度に参加する職員を増やすとともに、職員の企画提
案力向上のための支援を行う必要がある。

提案部門件数 件 757656

事例報告部門件数 件 1215

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度は前年度に引き続き、提案力向上研修と連携して制度
を実施した結果、業務改善の手順に沿った高いレベルの事例報告と
なった。

提案制度の採用件数

目 標 値

13

目標年度

平成32
年度

1375

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1440 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 管財事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市市民総合災害補償要綱

現 状 と 課 題

市施設の瑕疵や不測の事故によって生じる賠償責任や補償に備えるため保険加
入が必要である。また、未利用の市有地についても適正な管理を行なう必要が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、市有地の近隣住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民総合賠償補償保険に加入する。市有地の草刈りを実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

保険加入によって不測の事故で生じた賠償や補償にスムーズに対応する。未利
用の市有地を適正に管理する。

6,9476,7977,875

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 7,875

財　

源　

内　

訳

□拡充

賠償補償保険への加入は必要不可欠であり、また市有地の適正な管理も行なう
必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,875

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５管財事務事業

目 ０６財産管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 管財事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1442 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 契約事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市財務規則、加古川市工事検査規程

現 状 と 課 題

施設の老朽化等に伴う改修工事の増加により、入札件数及び検査件数が増加し
ている。（平成２８年度実績：入札件数２０２件（３２件増）、検査件数
３０８件（９３件増））

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管財契約課による契約・工事検査担当による検査

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

管財契約課による契約の実施・工事検査担当による検査の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正な契約を目指す・公共工事の品質確保を目指す。

1,2991,2631,272

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,272

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民生活に公共工事は不可欠であり、よりよい成果が求められるため、適正な
契約及び検査の実施は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,272

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０４１契約事務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 契約事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場運営管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

駐車場の運営管理を適正に行なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場を適正に運営管理するために事務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場の運営管理を適正な状態に保つ。

46,91430,93231,421

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度から指定管理者制度を導入したが、引き続き駐車場の運営管理を
適正に行なう。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 31,421

そ の 他 特 財 31,421

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５駐車場運営管理事業

目 ０１駐車場管理費

項 ０１駐車場事業費

款 ０１駐車場事業費

会  計 ２２駐車場事業特別会計　　　　　　

- 1445 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場運営管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

台

対 象 指 標 名

カーパークつつじ駐車
可能台数

463463463

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２７年度から入庫後３０分までは無条件で無料としたこと等により、従来より利用台数
の大幅な増加となった。

カーパークつつじ年間
利用台数

台 274,160291,678310,073

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２７年度から入庫後３０分までは無条件で無料としたこと等に
より、従来より利用台数の大幅な増加となった。

カーパークつつじ年間
利用台数

目 標 値

300,000

目標年度

平成30
年度

274,160291,678310,073

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用自動車の管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
道路交通法、道路運送車両法、加古川市自動車管理規程

現 状 と 課 題

日常業務を遂行するにあたり、庁用車は必要不可欠である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管理している庁用車

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

計画的な整備を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

日常業務で、必要な時に庁用車を利用できる。

22,66931,12436,785

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 35,069

財　

源　

内　

訳

□拡充

各課で共用車を利用することで効率的に運用され、一括管理により整備面でも
低コストで安全性も高い。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 36,785

そ の 他 特 財 1,716

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０３３庁用自動車の管理事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1447 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用自動車の管理事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 用地事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市適正価格審議委員会規則

現 状 と 課 題

公共施設、道路等の整備はある程度進められ、以前ほど公共用地取得は行って
いないが、幹線道路整備や道路の拡幅などが現在も進められており、継続して
事業を行っていく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公共用地取得予定地の土地所有者およびその土地上の物件所有者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●土地・物件の適正な価格算定　●土地・物件所有者に対する説明、交渉

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正な価格により、公共用地を取得する。

694621456

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 456

財　

源　

内　

訳

□拡充

鑑定評価や適正価格審議委員会での価格評定審議を通じ、土地の適正な価格を
算出し、用地取得を行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 456

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０３７用地事務事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1449 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 用地事務事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1450 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁舎維持補修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 加古川地区

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市庁舎管理規則

現 状 と 課 題

施設を維持していくため、設備等について計画的な改修を実施していく必要が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市役所本庁舎及び旧水道局庁舎

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

庁舎を適正に運営及び維持管理するために点検等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

庁舎の設備等を適正な状態に保つ。

259,874240,794307,089

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 289,863

財　

源　

内　

訳

□拡充

市役所本庁舎は必要不可欠であり、計画的に改修をすることで維持管理を行
う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 307,089

そ の 他 特 財 17,226

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０庁舎維持補修事業

目 ０６財産管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1451 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁舎維持補修事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1452 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場事業への繰出事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

カーパークつつじ利用者の内、約７３％が用務来庁者となっているため使用料
の負担軽減措置は必要と思われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ、用務来庁者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場事業特別会計に対し、使用料２時間分無料分相当額を一般会計から繰出
する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場を整備、維持することで来庁者等の利便性向上を図り、使用料２時間分
を無料とし用務来庁者の負担を軽減する。

30,00030,00030,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 30,000

財　

源　

内　

訳

□拡充

来庁者の利便性維持や負担軽減に必要な事業

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,000

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５駐車場事業への繰出事業

目 ０６財産管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1453 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 駐車場事業への繰出事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

台

対 象 指 標 名

カーパークつつじ駐車
可能台数

463463463

カーパークつつじ年間
利用台数

台 274,160291,678310,073

成 果 指 標
分 析 結 果

用務来庁者は入庫後２時間まで無料であることのＰＲ効果により、無料扱い台数が大幅に増
加した。

駐車場事業特別会計繰
出金

千円 30,00030,00030,000

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２４年度で駐車場整備事業債の償還が終了しているが、計画的
な改修が必要となることから、用務来庁者無料扱相当額として、平
成２８年度までは一般会計から３千万円の定額を繰出した。平成
２９年度以降は、大規模修繕等にかかる費用相当額を繰出す。

カーパークつつじ年間
無料扱い台数

目 標 値

100,000

目標年度

平成30
年度

200,00682,855105,506

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1454 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

未利用財産の活用については、加古川市公有財産等有効活用検討委員会が取り
まとめた方針に従い、関係部局と連携して早期実施を図る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

売却可能な未利用財産（市有地）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●一般公募売却の場合、売払い広告を作製し加古川市周辺２市２町の住民に広
くＰＲする。●売却する準備として、必要に応じ用地確定測量を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正に未利用財産を売却する。

3,31217,7230

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

□拡充

未利用財産（市有地）を適正な価格で処分する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５管財事務事業

目 ０６財産管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1455 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

千円

対 象 指 標 名

売却可能となった未利
用財産（市有地）

13513

成 果 指 標
分 析 結 果

地積が大きい土地が処分されたため、売却金額が増加した。

売払い広告作製回数 回 210

用地確定測量 件 100

活 動 指 標
分 析 結 果

未利用地の計画的な処分を進めるため、公募売却を実施した。

未利用地売却金額

目 標 値

10,000

目標年度

平成31
年度

6,36429,15338,684

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1456 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用車両購入事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

日常業務を遂行するにあたり、庁用車は必要不可欠である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

管理している庁用車

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

更新基準に基づき更新を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

定期的な更新を行うことにより修繕費用の軽減を図る。不具合なく快適な利用
のため定期的な更新により効率性を高める。

2,4279,5895,903

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,903

財　

源　

内　

訳

□拡充

定期的な公用車の更新は安全面等から必要不可欠である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,903

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０３５庁用車両購入事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1457 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 庁用車両購入事業 部 局 名 総務部

課（室）名 管財契約課

％

対 象 指 標 名

庁用車台数（管財契約
課所管）

606362

成 果 指 標
分 析 結 果

車両購入費を平準化するため、計画的に車両の更新を行った。

庁用車台数 台 606362

更新車両台数 台 361

活 動 指 標
分 析 結 果

使用年数、走行距離、車両の状態等から更新車両を確定した。

車両等の更新達成率

目 標 値

9.6

目標年度

平成32
年度

59.51.6

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1458 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業 部 局 名 総務部

課（室）名 危機管理室

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律、加古川市における暴力団
の排除の推進に関する条例　等

現 状 と 課 題

本市においても年間十数件以上の不当要求行為等事案が発生しており、不当要
求行為等に屈することなく公平公正に事務を行う資質を身に付けることは重要
であると考える。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

東播磨地域不当要求防止対策研修会等へ参加する。弁護士によるコンプライア
ンス・法務アドバイザーの設置及び内部通報ホットラインの設置。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

行政に対する不当要求行為等の被害を未然に防止するために必要な知識を身に
付ける。

3,8273,8374,572

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,572

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が不当要求等に適切に対応できるよう、引き続き対策研修に参加するとと
もに、弁護士、警察等からの助言を受け、庁内での情報共有、対応の統一化を
図る必要がある。コンプライアンス・法務アドバイザーにより行政事務全般の
コンプライアンス意識の向上や法務能力の向上に繋がっている。また、内部通
報ホットラインは不祥事発生の抑止力になっていると考えられ今後も継続して
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,572

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０３９行政運営対策事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1459 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業 部 局 名 総務部

課（室）名 危機管理室

人

回

対 象 指 標 名

職員数 1,6481,6431,671

成 果 指 標
分 析 結 果

不当要求防止対策研修への新規参加者を募集しており、年々受講者実数が増加している。原
則月２回コンプライアンス・法務相談日を設定しており、事業の執行で法的妥当性・リスク
検証を行うことでコンプライアンスの向上及び職員の不法行為の防止が図れている。

不当要求防止対策研修
参加者数

人 101010

コンプライアンス・法
務アドバイザー設置数

人 111

活 動 指 標
分 析 結 果

不当要求防止対策研修へ加古川市から、例年１０名程度参加してい
る。また、行政法に精通している弁護士をコンプライアンス・法務
アドバイザーとして設置している。

不当要求防止対策研修
参加者数（累計）

目 標 値

100

目標年度

平成34
年度

364656

コンプライアンス・法
務相談開催数

24平成34
年度

282424

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

社会・経済情勢等の変化に伴い、税制改正が頻繁に行われている。また国にお
いて、税の電子申告化が進められ、市においても電算システムの整備が必要と
なっている。これらにより、課税事務の処理要領の変更が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に賦課期日現在、住所を有する個人・法人、同じく軽自動車等を所有する
個人・法人、市たばこ税の納税義務者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

申告書等の発送、相談会場の設営、受付体制の整備などを経て、申告書や給与
支払報告書等の課税資料の収集に努め、これらの資料を基に適正な賦課をして
納税通知書を発送する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申告義務あるいは納税義務のある者を把握し、公平かつ適正な課税を行う。

32,61431,66332,859

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 31,935

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

公平・公正な課税を行うことができた。なお、法令に規定されている業務の性
格上、維持継続が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 32,859

そ の 他 特 財 924

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５市税賦課事務事業

目 ０２賦課費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法

現 状 と 課 題

社会・経済の構造変化等を踏まえて税制度が頻繁に改正されていることから、
税制度等の知識を習得する機会を十分に確保することが必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民税課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

外部研修への参加や関係機関等との連絡調整、課税事務に関する情報収集等を
行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員のスキルアップを図るとともに専門知識を習得することで、公平かつ適正
な課税を行う。

503488484

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

課税事務研修に参加し、職員のスキルアップを図るとともに、専門知識の習得
に努めた。また、関係機関との連絡調整や課税事務に関する情報収集を適宜行
うことで、公平かつ適正な課税を実施した。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 484

そ の 他 特 財 484

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５税務一般事務事業

目 ０１税務総務費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（市民税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、地方税電子化協議会会則等

現 状 と 課 題

地方税の手続きは、インターネットを介して電子的に行えるようになったた
め、給与支払報告書や法人市民税等の電子申告、国税連携による確定申告書等
のデータ受信、公的年金からの特別徴収に係る年金保険者とのデータのやりと
りがそれぞれ可能となり、対象件数は年々増加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税申告を行った市民、申告（報告）義務のある企業・団体、課税事務を行う市
職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＬＧＷＡＮ回線を通じて所得税確定申告書のデータ（国税連携）、給与支払報
告書、公的年金データ、法人申告書その他課税上必要な書類を電子的に取得す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申告義務のある側、課税する側双方のコストの縮減を図るとともに課税事務の
効率化を目指す。

8,8459,4789,477

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 2,970

地 方 債

一 般 財 源 6,507

財　

源　

内　

訳

□拡充

納税者側と賦課業務を行う双方に利便性の向上、事務の効率化に伴う経費削減
等のメリットが見込まれる事業であり、法に基づく義務規定もあることから事
業を維持する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,477

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５税務一般事務事業

目 ０１税務総務費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業 部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

％

％

％

対 象 指 標 名

確定申告書の申告件数 43,40643,19841,887

給与支払報告書の報告
枚数

枚 152,912154,984156,451

法人市民税の申告件数 件 6,2946,3696,487

成 果 指 標
分 析 結 果

給与支払報告書の比率は前年度より４．３ポイント、法人市民税申告書の比率は５．０ポイ
ント上昇した。電子データ件数同様、エルタックスが着実に普及していることを表してい
る。

確定申告書の電子デー
タ件数

件 19,75919,76819,246

給与支払報告書の電子
データ件数

件 49,23555,03762,212

法人市民税申告書の電
子データ件数

件 3,2203,5103,897

活 動 指 標
分 析 結 果

給与支払報告書や法人市民税申告書における電子データ件数が着実
に上昇している。これはＰＲの効果もあり、エルタックスのメリッ
トが利用者に浸透してきたことが要因と考えられる。

確定申告書の全受付件
数における電子データ
件数の比率

目 標 値

50

目標年度

平成32
年度

45.545.845.9

給与支払報告書の全受
付件数における電子
データ件数の比率

20平成32
年度

32.235.539.8

法人市民税の全受付件
数における電子データ
件数の比率

43平成32
年度

51.255.160.1

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法　加古川市市税条例

現 状 と 課 題

宅地開発の進展等により、新たな納税義務者が増加する一方、従前からの納税
義務者の所在は市外へ拡大する傾向にある。また、相続関係の細分化により、
納税通知書の送付先を把握することが年々複雑になっており、今後、相続登記
されず所有者不明の不動産が増加していくことが懸念される。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋・償却資
産）を所有する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

賦課期日における課税要件（課税客体、納税義務者、課税標準等）をもとに賦
課課税した税額の納税通知書を送付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

固定資産の価格をもとに算定した税額（固定資産税・都市計画税）を納税義務
者に賦課する。

29,99727,82218,686

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 12,702

財　

源　

内　

訳

□拡充

適正な納税通知書を作成するとともに必要な調査等を行うことにより適切に納
税義務者の把握をすることができた。また、外部委託等により、業務の合理
化、効率化を図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,686

そ の 他 特 財 5,984

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０市税賦課事務事業

目 ０２賦課費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税賦課事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法　加古川市市税条例

現 状 と 課 題

近年、納税者の固定資産税に対する関心が増す中、課税事務は年々複雑化し、
専門性が高まっていることから、課税にかかる能力や知識を継続して保持し、
課税に対する納税者の信頼を確保していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

資産税課職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

外部研修への参加、関係機関等との連絡調整や課税事務に関する情報収集等を
行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

固定資産税事務に精通した人材の育成

243251287

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 287

財　

源　

内　

訳

□拡充

研修会・講座への参加等により、職員の資質・能力の向上、固定資産評価に係
る最新情報の取得に努めた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 287

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５税務一般事務事業

目 ０１税務総務費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1469 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（資産税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 固定資産評価システム運用事業 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

平成２７年度に住民情報システム最適化にあわせ、主にセキュリティ面の機能
向上を目的として固定資産地理情報システムの更新を行った。家屋評価システ
ムについては、従前のものを最適化にあわせた改修を行ったうえで継続して使
用している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋）を所有す
る者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＧＩＳシステム及び家屋評価システムの保守・運用を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

基準に則った土地・家屋の評価を効率的に行い、固定資産税・都市計画税の適
正な賦課を行う。

2,2722,403

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,403

財　

源　

内　

訳

□拡充

現行のＧＩＳシステム・家屋評価システムの保守・運用委託を行うことで、シ
ステムの安定した稼動を維持し、円滑な賦課業務を行うことができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,403

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０市税賦課事務事業

目 ０２賦課費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 固定資産評価システム運用事業 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

千円

千円

対 象 指 標 名

納税義務者数（固定資
産税）

101,968102,395

納税義務者数（都市計
画税）

人 79,43279,813

成 果 指 標
分 析 結 果

自主財源の確保に向けた適正な賦課が行えている。

家屋評価システム保守
業務委託料

円 774,684483,840

固定資産税ＧＩＳシス
テム保守業務委託料

円 205,718414,288

活 動 指 標
分 析 結 果

家屋評価システムの保守を業務委託していることで、合理的・効果
的な家屋評価が実現できた。また、ＧＩＳシステムはセキュリティ
向上を目的として新システムを導入したことで、より安全な土地課
税情報の運用を実現できた。

固定資産税調定額

目 標 値

17,950,000

目標年度

平成30
年度

17,704,00818,037,000

都市計画税調定額 2,745,000平成30
年度

2,677,1942,708,100

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法　加古川市市税条例

現 状 と 課 題

平成２８年度は３年に１度の評価替事前準備年度に該当し、主に標準宅地の鑑
定及び航空写真撮影の委託を行った。本市においては、市街化区域すべてに路
線価方式を導入しており、利用用途の多様化や各種規制の影響から、評価方法
が細分化・複雑化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の固定資産（土地約２９．２万筆・家屋約１３．２万棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

土地・家屋の評価替に関する業務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

土地・家屋の評価替を実施し、固定資産税・都市計画税の適正な賦課を行う。

10,4559,28880,854

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 80,854

財　

源　

内　

訳

□拡充

次の基準年度となる平成３０年度の評価替に向けた業務を合理的かつ効率的に
進めることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 80,854

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０市税賦課事務事業

目 ０２賦課費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

千円

千円

対 象 指 標 名

土地筆数 290,185291,559292,507

家屋棟数 棟 130,841131,442132,075

成 果 指 標
分 析 結 果

自主財源の確保に向けた適正な賦課が行えている。

標準宅地数 地点 895889889

土地家屋図修正件数 件 12,78013,18713,500

活 動 指 標
分 析 結 果

業務委託を活用し、合理的・効果的な事業実施ができた。

固定資産税調定額

目 標 値

17,950,000

目標年度

平成30
年度

17,457,88317,704,00818,037,000

都市計画税調定額 2,745,000平成30
年度

2,715,2492,677,1942,708,100

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

筆

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税徴収事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、国税徴収法、国税通則法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

景気動向に左右される不透明な要因があるものの、税制度への理解を求め、納
税環境の整備や徴収体制の強化など、総合的な取組みにより収納率の向上を図
り、安定的に自主財源の確保に努める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

納税義務者（市県民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税等）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市税の収納業務（コンビニ収納含む）、口座振替納税に係る登録処理及び加入
促進、滞納税の納税義務者に対する督促状・催告書の送付及び滞納処分（財産
調査、差押、公売、交付要求等）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

公平・公正な市税納付の推進

22,77320,14626,019

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 26,019

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

コンビニ収納が拡大しており、納税者の利便性の向上を図ることができてい
る。また、滞納処分（債権差押え等）や執行停止、滞納整理を積極的に行った
結果、徴収率が上がった。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,019

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５市税徴収事務事業

目 ０３徴収費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市税徴収事務事業 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（収税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、国税徴収法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

生活環境や勤務形態の多様化により、納税環境の更なる充実を求める声があ
る。固定資産評価審査委員会は、不服申立期間の拡充への対応が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

収税課職員及び納税義務者等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

外部研修への参加や関係機関等との連絡調整、「市税のしおり」や「口座振替
推奨チラシ」の作成・配布

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の能力向上や知識の習得を図るとともに、納税者の税制度への理解を深
め、納税意識の向上を図る。

3,9983,9703,404

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 3,036

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

外部研修への積極的な参加や県下の税務協議会等での事例研究、情報交換によ
り職員の能力向上を図ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,404

そ の 他 特 財 368

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２０税務一般事務事業

目 ０１税務総務費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1477 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 税務一般事務事業（収税課） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1478 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（税務部） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成２８年度に新住民情報システムへの移行が行われ、導入後における新たな
課題等が発生している。また、国民健康保険料等の収納一元化を行ったことに
よる課題等の把握を行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税務部の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民税課、資産税課、収税課、債権管理課における懸案事項に対応するため、
先進地視察を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

賦課・徴収事務の適正化を図る。

186120146

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 146

財　

源　

内　

訳

□拡充

業務の効率化にかかる具体的な課題を抽出し、視察結果を課題解決策に反映す
ることができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 146

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２０税務一般事務事業

目 ０１税務総務費

項 ０２徴税費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1479 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（税務部） 部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

人

対 象 指 標 名

税務部の職員数 959597

成 果 指 標
分 析 結 果

部内の職員に対して先進地視察の機会を与えることで、課題の解決に向けた検討を進めるこ
とができた。

部内人材育成事業　先
進地視察先

市 422

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度における税務部の課題に関する先進地へ視察を行っ
た。

部内人材育成事業　先
進地視察参加者数

目 標 値

2

目標年度

平成32
年度

422

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1480 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業 部 局 名 税務部

課（室）名 債権管理課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方自治法施行令、民法、債権管理条例等

現 状 と 課 題

平成２５年度から債権回収課を設置し、税以外の市債権を回収・整理する体制
が整った。また、平成２８年４月には債権管理条例を施行し、市債権の管理の
適正化を図った。これらにより、着実に債権整理を進めているが、なお多額の
未収債権が存在している状況である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市債権（税を除く）を滞納しているもの

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市債権の所管課から債権の移管を受け、強制徴収公債権については、滞納処分
を行うとともに、非強制徴収公債権及び私債権については、訴訟と強制執行手
続きを行い、未収債権の回収・整理を図る。また、職員が滞納者を訪問して納
付を呼びかけるとともに、コールセンターから電話による納付案内を行い、自
主的な納付を促進する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

滞納者の滞納状態が解消する。

12,93916,39532,704

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 32,688

財　

源　

内　

訳

□拡充

強制徴収公債権（国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育
所保育料）の収納業務の一元化及び債権管理条例の施行により、債権管理・回
収の環境を整備するとともに、滞納処分及び訴訟手続きの実施により、着実に
債権整理が進められた。今後も引き続き、滞納処分及び訴訟手続きを積極的に
進める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 32,704

そ の 他 特 財 16

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０５５債権管理事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1481 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業 部 局 名 税務部

課（室）名 債権管理課

人

人

対 象 指 標 名

強制徴収公債権の滞納
者数

21,73314,25613,952

非強制徴収公債権及び
私債権の滞納者数

人 1,7181,5192,053

成 果 指 標
分 析 結 果

強制徴収公債権については、継続している案件の処理が順次進んできたことから、移管人数
のうち約２５０件の滞納整理事務が完了した。また、非強制徴収公債権及び私債権について
は、訴訟手続き上、申し立てから完了までに数ヶ月以上要することがあるため、完了したの
は７人のうち６人となっている。

滞納整理事務の移管を
受けた滞納者数（累
計）

人 1,6291,7781,980

債権整理事務の移管を
受けた滞納者数等（累
計）

人 467

活 動 指 標
分 析 結 果

強制徴収公債権については、継続案件の処理に力点を置いているた
め、今年度の移管人数は微増となっている。また、非強制徴収公債
権及び私債権については、移管の事前協議等の結果から１人の移管
を受け、７人となっている。

滞納整理事務が完了し
た滞納者数（累計）

目 標 値

2,350

目標年度

平成32
年度

6831,0351,289

訴訟手続が完了・移管
を返還した滞納者数
（累計）

40平成32
年度

246

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1482 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 個人番号カード等関連事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

現 状 と 課 題

個人番号カード受付開始当初は申請が殺到し、交付が追いつかない状況となっ
ていたが、現在は落ち着いている。しかし、平日に来庁できない市民も多く、
月２回の休日窓口の開設は続けていく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に住所を有する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基
づき、個人情報が同一人の情報であることを正確かつスムーズに確認するため
の基盤となる個人番号の付番・通知を行う。また、個人番号カードの交付率を
高めるため、効果的な普及啓発と円滑な交付事務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

個人番号カードの利活用による行政サービスの向上に向けて、個人番号カード
の交付率を高めるとともに、円滑な交付業務を行う。

86,33360,976

国 庫 支 出 金 42,906

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 18,070

財　

源　

内　

訳

□拡充

法定受託事務である当該事業については、法令及び国の示す要領等に従い、適
正に事務を実施することができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 60,976

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０５０個人番号カード等関連事務事業
　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１戸籍住民基本台帳費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1483 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 個人番号カード等関連事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1484 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 戸籍事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
民法、国籍法、戸籍法等

現 状 と 課 題

戸籍法の一部改正（平成６年１２月１日施行）により、戸籍事務の電子情報処
理組織により取扱うこととされ、本市は、平成１２年９月に戸籍情報システム
を導入し、正確性、迅速性の向上を図った。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に本籍を定める者及び戸籍法に基づき届出をした者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種戸籍届出書類の審査・受理後、戸籍情報総合システムへの入力・記載。戸
籍届出書類の各市町への送付及び法務局への進達。戸籍関係の証明書等の交
付。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

戸籍簿が常に最新の情報で公証できる状態にする。

33,87131,24023,187

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8,867

財　

源　

内　

訳

□拡充

戸籍事務は、国からの法定受託事務であり、法令等に基づき適正に処理する必
要がある。戸籍情報総合システムを利用することで、効率的な戸籍記載・管理
が行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 23,187

そ の 他 特 財 14,320

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５戸籍事務事業

目 ０１戸籍住民基本台帳費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1485 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 戸籍事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1486 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳ネットワーク事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成14年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
住民基本台帳法、住民基本台帳カードの利用に関する条例

現 状 と 課 題

住民基本台帳ネットワークは、住民票の写しの広域交付、転入手続の特例など
に利用され、住民負担の軽減・住民サービスの向上が図られている。なお、平
成２８年１月から個人番号カードの交付が開始されたことに伴い、住民基本台
帳カードの交付は終了した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民（本市・他市町）及び行政機関（本市・他市町・県・国）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

住民基本台帳ネットワークの適正な運営管理

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の利便の向上（行政手続の効率化・公的な身分証明書の取得）並びに行政
機関の事務の効率化及び正確性の確保を図る。

6,0285,2604,213

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,213

財　

源　

内　

訳

□拡充

　マイナンバー制度が施行され、住民基本台帳ネットワーク事業を取り巻く環
境は大きく変化することとなったが、住民基本台帳ネットワークシステムの重
要性に変わりはないため、今後も引き続きシステムの運営管理を適正に行って
いく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,213

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０３０住民基本台帳ネットワーク事業

目 ０１戸籍住民基本台帳費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1487 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳ネットワーク事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1488 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和42年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
住民基本台帳法、住民基本台帳法施行令、加古川市手数料条例

現 状 と 課 題

住民基本台帳は、居住の公証、行政事務処理の基礎として利用されている。ま
た、住民の利便の増進、行政の合理化に資するものとして、住民に関する正確
で統一的な記録を行うことが求められている。平成２７年１０月にマイナン
バー法が施行され、住民票に個人番号を記載することとなった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に住所を有する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

住民基本台帳法に基づく住民に関する居住関係の記録及び住民票の写し等の証
明書の発行を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民の住所に関する届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録が正確
かつ統一的に行われた状態にすることにより、住民の利便の増進や、国及び地
方公共団体の行政の合理化を図るとともに、住民の居住関係の公証を行う。

7,3877,0377,038

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

住民基本台帳は自治事務ではあるが、住民の居住関係を公証するものであると
ともに、行政サービスを提供するための事務処理の基礎となるものであり、現
状を維持するのは妥当である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,038

そ の 他 特 財 7,038

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０住民基本台帳事務事業

目 ０１戸籍住民基本台帳費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1489 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住民基本台帳事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1490 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明事務に要する一般的経費 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

証明書発行及び届出など窓口事務にかかる経費のより効率的な執行が求められ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民（本市・他市町）及び行政機関（本市・他市町・県・国）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

証明書発行や各種届出など窓口事務に必要な経費を一本化することで、より効
率的に予算を執行する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

効果的・効率的に事業を実施する。

16,63618,69618,070

国 庫 支 出 金 27

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,806

財　

源　

内　

訳

□拡充

証明書発行及び届出など窓口事務にかかる経費などを集約した事業であり、市
民サービスの向上に努めるとともに、今後もより効果的・効率的な予算執行を
行う必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,070

そ の 他 特 財 7,237

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００３証明事務に要する一般的経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１戸籍住民基本台帳費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1491 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明事務に要する一般的経費 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1492 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書等コンビニ交付事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

現 状 と 課 題

証明書コンビニ交付サービスは、平成２８年１月からの個人番号カード交付開
始に伴い、導入を進める自治体が急増し、本市は平成２８年３月７日から導入
した。平成２９年５月１日現在、４１１団体が参加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

個人番号カードを所有している加古川市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

コンビニエンスストアに設置されているマルチコピー機を使って、住民票の写
し、印鑑登録証明書及び所得・課税証明書を年末年始を除き、午前６時３０分
から午後１１時まで取得することができるサービスを実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市役所又は市民センター等の窓口営業時間外においても、また、市外において
も、住民票の写し等の証明書を取得することができる。

11,08615,062

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 15,062

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民にとってメリットの大きな事業であるため、継続して実施していくべきも
のであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 15,062

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０４５証明書等コンビニ交付事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１戸籍住民基本台帳費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1493 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書等コンビニ交付事業 部 局 名 市民部

課（室）名 市民課

％

％

％

対 象 指 標 名

住民票の写し交付枚数 115,404116,104

印鑑登録証明書交付枚
数

枚 85,76785,490

所得・課税証明書交付
枚数

枚 39,59845,103

成 果 指 標
分 析 結 果

活動指標分析と同様コンビニ交付率は、未だ、低調である。

コンビニ交付による住
民票の写し発行枚数

枚 321,035

コンビニ交付による印
鑑登録証明書発行枚数

枚 25999

コンビニ交付による所
得・課税証明書発行枚
数

枚 6158

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年２月から個人番号カードの交付を開始し、同年３月７日
からコンビニ交付サービスを開始した。平成２９年３月末現在の
カード申請率が１２．９％であるが、コンビニ交付利用率は、０．
９％となっている。自動交付機（平成２７年度１２月末終了）によ
る証明書交付件数（Ｈ２５：２，２２０枚、Ｈ２６：１，９６５
枚）

コンビニ交付利用率
（住民票の写し）

目 標 値

3

目標年度

平成30
年度

0.030.86

コンビニ交付利用率
（印鑑登録証明書）

3平成30
年度

0.031.16

コンビニ交付利用率
（所得・課税証明書）

3平成30
年度

0.020.35

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

枚

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1494 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

部 局 名 市民部

課（室）名 東加古川市民総合サービス

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民サービスの向上のため、平成１８年度に開設し、土日、祝日を含む午前
１０時から午後８時まで業務を行っている。取扱件数は、年々増加しており、
平成２８年６月に待合スペースを拡張し窓口も増設した。拡張後も、多くの方
に利用いただき市民サービスの向上を図る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

各種証明書の申請、届出、公金の納付を行う市民等。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

土日、祝日を含む午前１０時から午後８時まで、各種証明書の発行、届出の受
理、公金の収納等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

仕事の都合等で夜間、土日、祝日でなければ来庁できない人や買物帰りにサー
ビスを利用したい人の利便性を向上させる。

640750891

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 798

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民サービスの向上のために、今後も維持すべき事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 891

そ の 他 特 財 93

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1495 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

部 局 名 市民部

課（室）名 東加古川市民総合サービス

件

対 象 指 標 名

取扱業務件数（全セン
ター・東加古川市民総
合サービスプラザ）

611,979612,865621,258

成 果 指 標
分 析 結 果

当プラザは、土日祝日にも利用できることが最大の特徴である。平成２８年度は、拡張工
事、システム移行作業等により土日祝日の休業日が４日増えたものの、土日祝日の取扱件数
は増加している。

東加古川市民総合サー
ビスプラザ取扱件数

件 99,349101,903107,918

活 動 指 標
分 析 結 果

取扱件数は、年々増加しており、手狭であった窓口や待合スペース
を拡張し平成２８年６月にリニューアルオープンした。拡張後も、
取扱件数は増加している。

東加古川市民総合サー
ビスプラザ取扱件数
（土日、祝日）

目 標 値

30,000

目標年度

平成32
年度

27,88729,60929,697

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1496 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ維持補修事業

部 局 名 市民部

課（室）名 東加古川市民総合サービス

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成２８年６月、事務所面積が１４０．８㎡から２４２．６５㎡に拡張され、
窓口の増設や待合場所等を拡張し、リニューアルオープンした。今後も、引き
続いて利用者が常に快適に利用できるよう、効果的・効率的に施設の維持補修
に努める。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

東加古川市民総合サービスプラザを利用する人、イオン加古川店内の東加古川
市民総合サービスプラザ

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の点検、清掃、修繕等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

東加古川市民総合サービスプラザを不具合なく利用できる状態にする。

5,2525,0906,958

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,814

財　

源　

内　

訳

□拡充

施設を維持するために、効率的・効果的に事業を実施しており、適正な事業実
施と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,958

そ の 他 特 財 144

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1497 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ維持補修事業

部 局 名 市民部

課（室）名 東加古川市民総合サービス

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1498 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ拡張事業

部 局 名 市民部

課（室）名 東加古川市民総合サービス

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

繁忙日には窓口、待合スペース等いずれも大勢の利用者に対応しきれず、待ち
時間が長くなるだけでなく、通路にあふれた利用者が通行の妨げとなるなど近
隣店舗にも迷惑をかけている状態である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

東加古川市民総合サービスプラザを利用する人。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成２８年６月に窓口数を増やし、待合スペースを拡張し、リニューアルオー
プンする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

待合スペースの拡張や受付窓口の増設、また業務ごとに番号呼び出しを行うこ
とによりスムーズに申請・届出書の受付を行える状態にする。

10,677

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,677

財　

源　

内　

訳

□拡充

拡張工事により、スムーズな窓口業務が実施できるようになった。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 10,677

そ の 他 特 財

平成28年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５東加古川市民総合サービスプラ
ザ事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1499 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川市民総合サービスプラ
ザ拡張事業

部 局 名 市民部

課（室）名 東加古川市民総合サービス

件

対 象 指 標 名

取扱業務件数（全セン
ター・東加古川市民総
合サービスプラザ）

621,258

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２８年度は、拡張工事等により、休業日が８日多かったにもかかわらず、前年度の取扱
件数１０１，９０３件を上回った。

東加古川市民総合サー
ビスプラザ取扱件数

件 107,918

活 動 指 標
分 析 結 果

取扱件数は、年々増加しており、手狭であった窓口や待合スペース
を拡張し平成２８年６月にリニューアルオープンした。拡張後も、
取扱件数は増加している。

東加古川市民総合サー
ビスプラザ取扱件数

目 標 値目標年度

107,918

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1500 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部課庶務事業（市民部） 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民部所管事務の円滑な遂行のための予算管理を行う。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民部

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

部次長の旅費管理、部内資料作成や医療助成年金課の窓口番号発券機の維持等
を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民部の円滑な事務事業運営を行う。

371186236

国 庫 支 出 金 83

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 153

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民部の円滑な事務事業運営を行う必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 236

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５国民年金事務事業

目 ０９国民年金費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 1501 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部課庶務事業（市民部） 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1502 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（市民部） 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会への参加。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

0200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 200

財　

源　

内　

訳

□拡充

業務課題の解決に向けて先進地視察を実施している。平成２８年度は国民健康
保険関係事務について、先進地視察を３件実施し、業務改善を行い成果を得
た。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 200

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５国民年金事務事業

目 ０９国民年金費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 1503 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（市民部） 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

人

対 象 指 標 名

市民部に所属する職員
数（正規、再任用、任
期付）

201189

成 果 指 標
分 析 結 果

部内職員数が多いにも関わらず、先進地への視察研修会参加者が少ない。通常の業務多忙が
原因での参加困難がみられる。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 03

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２６年度及び平成２７年度は実績なしであるが、平成２８年度
に国民健康保険関係事務について３件の先進地視察を実施実施し
た。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値目標年度

028

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業
部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成１６年４月より、地域特性に応じた地域課題解決のため、技術や安全巡視
を担う職員を配置し、地域コミュニティ等の拠点として総合的な地域行政の推
進と市民サービスの充実に努めている。多様化する市民への行政サービスに対
し、職員のスキルアップとセンター機能の充実が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

行政サービスを必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民センターにおける総合窓口サービスを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民に身近な行政サービスを迅速かつ効率的に提供する。

4,3604,3943,456

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,043

財　

源　

内　

訳

□拡充

市内９箇所の市民センターでは、届出や申請の受付、証明書等の発行、市税等
の収納など多岐にわたる総合窓口業務を行い、市民に身近な行政サービスを迅
速かつ効率的に提供するとともに、地域コミュニティの拠点としての役割を果
たしている。今後も継続して行うことにより、市民サービスの充実が図られ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,456

そ の 他 特 財 413

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０市民センター事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業
部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね想定された件数である。

業務取扱件数 件 510,962513,283

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね想定された件数である。

業務取扱件数

目 標 値

513,283

目標年度

平成29
年度

510,962513,283

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 加古川駅南ミニ市役所維持管理
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成16年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成１６年度より中心市街地活性化の観点から、ＪＡビルに「加古川駅南ミニ
市役所」を開設し、加古川市民センターなどが業務を行っている。現在、ＪＡ
ビルは築４４年経過し、施設の老朽化及び耐震化への対応策が必要となってお
り、利用に支障が生じないよう対策を講じる必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川駅南ミニ市役所利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川駅南ミニ市役所を適正に運営するため、維持管理する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川駅南ミニ市役所を快適に利用できる状態にする。

76,54569,16059,305

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 19,338

財　

源　

内　

訳

□拡充

中心市街地活性化の観点から、加古川駅周辺への集客を促す行政サービス機能
を集積した施設として重要な役割を果たしてきた。しかしながら、ＪＡビルの
老朽化対策として、より良い行政サービスを市民に提供するため、平成２８年
１０月２１日より加古川市民センターはニッケパークタウンに、他の男女共同
参画センター、ファミリーサポートセンター、まちづくりセンター、ウェルネ
ス協会、加古川駅南子育てプラザは平成２８年度末に各所へ移転した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 59,305

そ の 他 特 財 39,967

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２０加古川駅南ミニ市役所維持管理
事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 加古川駅南ミニ市役所維持管理
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,434266,443

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね予想された件数であった。

加古川市民センター業
務取扱件数

件 92,231117,353

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね予想された件数であった。

加古川市民センター業
務取扱件数

目 標 値目標年度

92,231117,353

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

野口、平岡、尾上市民センターに加え、Ｈ２８年１０月に移転した加古川市民
センターの加古川駅南ミニ市役所維持管理事業の一部を移管し維持補修業務を
行っている。年々建物等の老朽化が進み、修繕箇所などへの対応が増加してお
り、市民の利用に支障が無いよう対策を講ずる必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民センター（加古川、野口、平岡、尾上）利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民センター（加古川、野口、平岡、尾上）を運営するために維持補修する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民センター（加古川、野口、平岡、尾上）を快適に利用できる状態にする。

6,7177,36810,860

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,860

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民センターの老朽化による建物および設備等の維持補修を行うことにより、
市民に対して安全で安定した行政サービスの提供ができる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,860

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５市民センター維持補修事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター維持補修事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域課題調整事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

毎年全市民センターで、年間１千件を超える相談を受けており、地域にはさま
ざまな課題が多数存在している。今後も同様に、地域課題の相談が寄せられる
ものと思われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民生活に密着した地域課題を把握し、総合的な調整を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域の特性に応じた地域解決型のまちづくりを推進する。

6,5178,4767,106

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 7,106

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域解決型の課題対応を行うとともに、青パトによる地域及び学校園の安全パ
トロールなどを実施し、地域の安全の確保等に必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,106

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２５地域課題調整事業

目 １７市民センター費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域課題調整事業 部 局 名 市民部

課（室）名 加古川市民センター

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,148267,408266,443

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね予想された相談件数であった。

地域相談件数 件 1,4741,4911,185

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね予想された相談件数であった。

地域相談件数

目 標 値

1,500

目標年度

平成29
年度

1,4741,4911,185

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 相談事業 部 局 名 協働推進部

課（室）名 生活安全課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民相談の相談内容は複雑多様化している。市民相談員のスキルアップが今
後、必要となる。法律相談は予約時に法律相談の内容にふさわしいかどうか聞
き取りしているため、予約待ちの解消につながっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民相談員による市民相談、弁護士による法律相談など各種相談事業の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生活上の問題について、知識や手続き方法などを習得することにより、市民生
活の安定及び向上を図る。

9,2939,3189,385

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,191

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民相談や法律相談に対する市民のニーズは高く、市民の生活上の問題につい
て知識や手続き方法などを習得することにより、市民生活の安定及び向上を図
ることができるため、市民相談や法律相談など各種相談事業を引き続き実施す
る必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,385

そ の 他 特 財 194

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５相談事業

目 ２２生活対策費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計

- 1513 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 相談事業 部 局 名 協働推進部

課（室）名 生活安全課

件

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

267,043267,435266,443

成 果 指 標
分 析 結 果

今年度より他課への案内は相談業務でないことから件数から省いた。相談内容は多種多様化
しており、相談時間が長時間にわたるケースが多い。また、法律相談は年間１０２回実施
し、毎回予約でほぼ満員の状態であるが、市民の都合等で欠員が生じた場合に相談枠を有効
に活用する必要がある。

市民相談回数 回 244243243

法律相談回数 回 102102102

活 動 指 標
分 析 結 果

市民相談については、平日の９時から１７時まで実施しているた
め、平日日数により相談回数が増減する。法律相談については、年
間１０２回（２回／週：１日あたり９件）実施している。

市民相談件数

目 標 値

2,600

目標年度

平成年
度

2,115709499

法律相談件数 900平成年
度

867822785

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1514 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（地域振興
部）

部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

産業経済部職員が先進地視察や研修会を通じて、スキルアップを図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域振興部内の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会へ参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部の課題解決や職員の資質向上を図る。

17410048

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 48

財　

源　

内　

訳

□拡充

人材育成事業を通じて職員の資質向上を図るとともに、部の課題解決や業務の
効率を高める一助となっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 48

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１５商工業振興一般事業

目 ０２商工業振興費

項 ０１商工費

款 ０７商工費

会  計 ０１一般会計

- 1515 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（地域振興
部）

部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

回

対 象 指 標 名

参加希望者数 824

成 果 指 標
分 析 結 果

参加者による報告会を実施することで、部の職員の知識向上に資している。

参加者数 人 8214

活 動 指 標
分 析 結 果

各課からの要望に基づき予算措置しており、計画どおり実施してい
る。

報告会等実施回数

目 標 値

2

目標年度

平成32
年度

412

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1516 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（環境部） 部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

各種講習会等への参加は人材育成において有効であると考える。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

環境部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び講習会等への参加

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

視察及び講習により能力の向上を図る。

98202121

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 121

財　

源　

内　

訳

□拡充

施策課題の研究調査、施設の適正な管理体制の確保、専門職員の育成、業務に
関する知識向上などの観点から継続して実施すべき事業であるが、部内課題の
緊急性・重要性に関し、十分検討する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 121

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５環境管理事業

目 ０６環境保全費

項 ０１保健衛生費

款 ０４衛生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（環境部） 部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

人

対 象 指 標 名

環境部職員（技能労務
職は除く）

707054

成 果 指 標
分 析 結 果

部内施設の状況、部内の政策課題等に応じた人選が重要である。

先進地視察及び講習会
等への参加にかかる費
用

円 97,600201,940120,920

活 動 指 標
分 析 結 果

先進地視察及び講習会等の実施は必要である。

参加人数

目 標 値

4

目標年度

平成32
年度

245

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1518 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（福祉部） 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

福祉部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

2825771

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 71

財　

源　

内　

訳

■拡充

この事業を通じて先進地の事例等を学ぶことにより、当市の事業を効果的に実
施できている。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 71

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２５福祉事務所運営事業

目 ０１社会福祉総務費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（福祉部） 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

対 象 指 標 名

福祉部に所属する職員
数

244148167

成 果 指 標
分 析 結 果

部内職員数が多いにも関わらず、先進地視察参加者が少ない。通常業務が多忙で参加が困難
であると思われる。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 574

活 動 指 標
分 析 結 果

４人の職員が研修を受講した。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

平成29
年度

808080

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 1520 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（建設部） 部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

建設部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

1183267

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 67

財　

源　

内　

訳

□拡充

技術の向上及び事務処理をスムーズに運営するためには研修会参加は有効であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 67

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５道路等管理事業

目 ０１道路橋梁総務費

項 ０２道路橋梁費

款 ０８土木費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（建設部） 部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

％

対 象 指 標 名

建設部職員 911

成 果 指 標
分 析 結 果

部内職員数が多いにも関わらず、先進地への視察参加者が少ない。通常業務で参加困難がみ
られる。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 511

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、１つの課題に対して専門研修参加を行っ
た。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

909090

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 建築行政に要する一般的経費 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

建築物設計事業者選定委員会開催、建築行政に伴い必要となる講習会、旅費、
図書・文具等購入、図面製本、車両の維持費等

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●県市町主務者会議等への出席　●必要図書及び経常文具の購入、大型ＰＰＣ
コピー等　●公用車のガソリン代及び車検費用等　●新営予算単価説明会及び
工事監理指針講習会への参加

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

県等との連絡調整や職員研修の実施等により、建築行政の簡素化や効率化を図
る。

4975571,109

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,109

財　

源　

内　

訳

□拡充

県等との連絡調整を密にするとともに、研修等の実施による職員の資質向上を
図り、建築行政のさらなる簡素化や効率化を目指したい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,109

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５建築行政に要する一般的経費

目 ０１土木総務費

項 ０１土木管理費

款 ０８土木費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 建築行政に要する一般的経費 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築基準法、消防法、建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

営繕・住宅課において計画することにより、全施設の状況が把握できるように
なってきている。そのなかで建物の老朽化や設備の耐用年数が経過しているも
のもあるため、より計画的・効率的な補修・改修が必要となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公共建築物〔学校（園）を除く〕の施設、施設利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の補修、改修及び設計委託の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設を適切に維持管理し延命化を図り、施設利用者の安全・快適性の充実を図
る。

132,700140,687173,293

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 173,293

財　

源　

内　

訳

□拡充

営繕調査により計画的・効率的な補修・改修を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 173,293

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０２５公共施設維持補修事業

目 ０６財産管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業 部 局 名 建設部

課（室）名 営繕・住宅課

％

％

％

対 象 指 標 名

維持管理すべき施設数 109109109

成 果 指 標
分 析 結 果

補修、改修を行なうことにより施設の延命化を図ることができた。

工事発注件数 件 947

修繕発注件数 件 394744

耐震診断等　設計委託
発注件数

件 000

活 動 指 標
分 析 結 果

改修工事（工事請負費）７件、補修・修繕（修繕料）４４件の発注
を行なった。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

平成29
年度

100100100

修繕発注率 100平成29
年度

100100100

耐震診断等　設計委託
発注率

100平成29
年度

000

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

業務の課題解決に向け、積極的、主体的に取り組む人材の育成が必要とされて
いる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

都市計画部内の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会への参加を実施。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部（市）の重要課題の解決や職員の資質向上を図る。

158200167

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 167

財　

源　

内　

訳

□拡充

先進事例等の調査・研究について、準備から実施、報告までを主体的に行うこ
とで、業務課題に対応する知識や経験が得られるとともに、職員の企画立案能
力の向上が図られている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 167

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５都市計画行政に要する一般的経
費

目 ０１都市計画総務費

項 ０５都市計画費

款 ０８土木費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

回

対 象 指 標 名

参加者数 444

成 果 指 標
分 析 結 果

報告会等を実施することで、参加者のみならず、他の職員の資質向上にも資している。

参加者数 人 444

活 動 指 標
分 析 結 果

各課からの要望に基づき予算措置したうえで事業化しており、予定
どおり実施できている。

報告会等実施回数

目 標 値

2

目標年度

平成32
年度

222

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 出納事務事業 部 局 名 会計室

課（室）名 会計室

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方自治法施行令、加古川市財務規則等

現 状 と 課 題

公共料金支払システムの運用、口座振替データの伝送により、事務の効率化を
進めている。また、資金運用については、安全性、流動性を重視した上で、効
率的運用に努める。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市公金の収納及び支出事務、資金管理

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

財務会計システムを有効に活用し、適正な出納事務を効率的に行い、日々の収
支を的確に処理をする。また、資金運用については、社会経済状況、金融情勢
を注視しつつ、安全で効率的な資金の保管・運用を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

収入・支出事務の適正化や効率化を図り、歳入金の確保と資金需要に対応す
る。

15,16915,86540,110

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 40,110

財　

源　

内　

訳

□拡充

予定通り実施し、所期の目標は達成した。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 40,110

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５出納事務事業

目 ０５会計管理費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 出納事務事業 部 局 名 会計室

課（室）名 会計室

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（消防本部） 部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

年間６名程度の職員が、視察研修又は各種研修会に参加できるようになり、職
員が組織に対する課題等を把握し、その解決方法を見つけ出すための一助とし
て大変有意義なものであると思われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

消防職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

部内の人材育成を図るため、先進地視察や研修会参加等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の知識・技術の資質向上を図る。

247292211

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 211

財　

源　

内　

訳

□拡充

年間６名程度の消防職員が、本市消防の直面している課題を解決するため、先
進地へ視察に行くことで、その職員の資質の向上やモチベーションアップが見
受けられるため、引き続き継続する必要性が高い事業であると認識している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 211

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５常備消防一般管理事業

目 ０１常備消防費

項 ０１消防費

款 ０９消防費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（消防本部） 部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

対 象 指 標 名

消防職員 754

成 果 指 標
分 析 結 果

毎年計画数と同数の年間６名程度の消防職員が先進地視察を行っており、妥当な数値である
と思慮する。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 754

活 動 指 標
分 析 結 果

他都市を視察等行い、本市消防行政と照らし合わせることにより、
あらゆる角度から考察し課題解決を行っている。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

平成32
年度

754

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公平委員会事業 部 局 名 公平委員会事務局

課（室）名 公平委員会事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 昭和26年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法第７条、地方自治法第１８０条の５、同法第２５２条の７

現 状 と 課 題

平成２１年度以降、措置要求や審査請求等はないが、このことにより、公平委
員会をはじめ事務局職員の事案への対応能力の低下が危惧される。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市・播磨町職員（特別職、企業職員、単純労務職を除く）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種上位団体の事業に参加し、公平制度の調査、研究及び資料収集を行い、委
員会相互の情報交換をし、審査請求等に対し、適正かつ迅速な処理ができるよ
う備える。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中立的かつ専門的な人事機関として、公正な人事権の行使を保障し、職員の利
益を保護する。

1,8801,8731,777

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 683

財　

源　

内　

訳

□拡充

定例会における他市の事例研究や、各種上位団体の研修会等の事業に積極的に
参加したことにより、公平制度の調査、研究や、公平委員会相互の情報交換及
び連携、共通認識の醸成を行うことができた。法に基づく事業であり、今後も
維持していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,777

そ の 他 特 財 1,094

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５公平委員会事業

目 １１公平委員会費

項 ０１総務管理費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公平委員会事業 部 局 名 公平委員会事務局

課（室）名 公平委員会事務局

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 監査委員活動事業 部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

リスク・アプローチ等に基づく監査等を定めた加古川市監査基準を制定した。
この基準に基づく監査の実施に対応できるよう、職員の能力向上がさらに必要
である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市の組織（課等）、施設、財政援助団体等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地方自治法、地方公営企業法、及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律
に基づく監査、審査、検査の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

監査の実施を通じて、財務事務等の適正な執行を促すこと。さらには、市の行
財政運営の健全性と透明性の確保に寄与し、市民の市政への信頼確保に資す
る。

3,7724,4594,368

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,368

財　

源　

内　

訳

□拡充

限られた予算の中で、監査委員及び補佐する事務局職員の資質の向上が図られ
た。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,368

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５監査委員活動事業

目 ０１監査委員費

項 ０６監査委員費

款 ０２総務費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 監査委員活動事業 部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域の人間関係の希薄化が進む中、地域総がかりで子どもたちを育む環境づく
りが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育指導部職員（嘱託員、臨時職員を除く）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や講習会に参加する。参加後、部内で報告会を開催する。（兵庫
県、大阪府内で社会教育指導主事講習会が開催される場合、１人参加する。）

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る課題を把握、整理させたうえで、課題解決のための知識
を習得させる。

10399171

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 171

財　

源　

内　

訳

□拡充

他の先進的・先行的な取組みを知ることで、課題解決策の検討や、新規事業の
企画立案に役立てることができるため、本事業の果たす役割は大きい。今後は
視察等で得た情報を参考にしつつ、本市にとってよりよい事業展開のあり方に
ついて検討を進めたい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 171

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０生涯学習推進事業

目 ０１社会教育総務費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

人

対 象 指 標 名

教育指導部に所属する
職員数（嘱託員、臨時
職員を除く）

747575

成 果 指 標
分 析 結 果

部内報告会を実施し、課題の共通理解を深めることができた。

先進地視察及び講習会
派遣件数

件 114

活 動 指 標
分 析 結 果

部内各課が抱える重要課題を整理し、７課中２課の職員を先進地視
察等に派遣した。

先進地視察及び講習会
派遣人数

目 標 値

3

目標年度

平成29
年度

225

先進地視察及び講習会
派遣報告会参加者数

15平成29
年度

306025

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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